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抄　録
目的：各種疾患の死亡割合について、環境と社会経済的な要因について行った検討は少ない。本研究では、悪性
新生物、脳血管障害、心疾患、肺炎などの比較的死亡割合の大きい疾患について、47 都道府県のデータをもとに、
社会経済因子として、県民所得、ジニ係数、老人ホーム、環境からは年平均気温、平均標高との関連性について検
討した。
方法：人口動態統計は厚生労働統計協会の「人口動態統計時系列データ」DVD 版を用いた。悪性新生物、脳血管疾患、
心疾患、肺炎などの各疾患による死亡割合は、2010 年における 85―90 歳の各都道府県の死亡総数を層化抽出し求
めた。これらの値を社会経済因子、環境因子など 5 種の説明変数についてそれぞれ重回帰分析を行った。
結果：脳血管障害は年平均気温（β：―0.409,	p:	0.003）と平均標高（β：0.378,	p:	0.004）、肺炎は平均標高と有意な関連

（β：―0.360,	p:	0.024）を認めた。
結論：平均標高、年平均気温などの外的な環境因子が一部疾病の死亡割合に関与していることが明らかとなった。

Abstract
Objective:	We	 studied	 the	municipal	 spatial	 patterns	 of	 cancer,	 heart	 disease,	 cerebrovascular	 disease,	
pneumonia-related	mortality	at	the	age	of	85-89	years	in	Japan.	Furthermore,	we	studied	the	association	between	
the	death	rate	due	to	these	diseases	and	socioeconomic	and	environmental	 factors.	Methods:	Vital	statistics	 in	
Japan	in	2010	were	used.	Multiple	regression	analyses	were	conducted	to	clarify	these	associations.	Explanatory	
variables	were	as	follows:	annual	mean	temperature,	average	elevation,	personal	annual	income,	GiNi	coefficient,	
and	the	number	of	nursing	homes.	
Results:	Cerebrovascular	disease	was	significantly	correlated	with	the	annual	mean	temperature	(β:	-0.409,	p:	0.003)	
and	average	elevation	 (β:	0.378,	p:	0.004).	Pneumonia	was	significantly	correlated	with	 the	average	elevation
(β:	-0.360,	p:	0.024).　
Conclusion:	A	prefecture-based	study	of	cause-specific	death	rate	revealed	an	 important	problem	in	the	health	
inequalities	in	Japan.	
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Ⅰ．諸　言
　我が国の人口動態統計から年齢調整死亡割合をみる
と、3 大死因は、悪性新生物、心疾患、脳血管疾患が
首位を占めていた 1）。しかしながら近年、脳血管疾患
に代わり、肺炎が 3 位に入ったことが 2011 年の人口
動態統計から明らかになった。肺炎は 1975 年に不慮
の事故を抜き 4 位が続いていた。また、年齢別の検討
では、年齢が高くなるにつれ、悪性新生物の比率が高
まるが、80 代以降は肺炎の割合が高くなった。本邦
における都道府県別に見た死亡率と要介護状況と社会
経済状況の関連については楊らの先行研究がある 2）。
また、環境因子の関与に関しても報告が見られる。し
かし、各種疾患の死亡割合における環境と社会経済的
な要因について総合的に行った検討は少ない。本研究
では、悪性新生物、脳血管障害、心疾患、肺炎などの
比較的死亡割合の大きい疾患について、47 都道府県
のデータを地図上にプロットするともとに、社会経済
因子として、ジニ係数、県民所得、平均標高、年平均
気温、老人ホーム設置数との関連性について地域相関
研究を行った。

Ⅱ．対象と方法 
　人口動態統計は厚生労働統計協会の「人口動態統計
時系列データ」DVD 版を用いた 1）。悪性新生物、脳
血管障害、心疾患、肺炎などの 4 疾患による死亡割合
は、2010 年に死亡届のあった 85―90 歳男女より各都
道府県別の結果を集計した。また、ジニ係数 3）、県民
所得（千円 / 人）4）、平均標高（m）5）、年平均気温（℃）6）、
老人ホーム設置数（/10 万人）7）はそれぞれの文献から
引用した。ジニ係数は 2009 年度の、県民所得は 2010
年度の、平均標高は国土地理院のデータから、年平均
気温は、2008 年の日平均気温から年平均気温を算出
し都道府県別に求めたものである。老人ホーム数は
2010 年度の調査結果であった。都道府県分布の作成
には、群馬大学内のフリーアクセスサイトを用い 8）、
統計解析には SPSS19.0（IBM、Japan）を用いた。

Ⅲ．結　果
　図 1a-d は 85―89 歳の各種疾病による死亡割合を表
したものである。図 1a は悪性新生物、図 1b は心疾患、
図 1c は脳血管疾患、図 1d は肺炎の結果を 5 分位にて
あらわしたものである。悪性新生物では、日本海側に
沿って高値な地域が集積していた。心疾患では、関東、
近畿地方のほか高い地域が全国に散在していた。脳卒

中では、東北地方から長野県にかけて高い地域が集積
していた。肺炎では、全国的に高い地域が散在してい
た。

図 1a　悪性腫瘍による死亡割合

図 1b　心臓病による死亡割合

図 1c　脳血管障害による死亡割合

図 1d　肺炎による死亡割合
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表 1　年齢階級別三大死因（2000 年）

表 2　年齢階級別三大死因（2010 年）

　表 1 は 2000 年の年齢階級別の死因を見たものであ
る。60 歳から 84 歳まで、一位は悪性新生物、二位は
心疾患、三位は脳血管疾患であった。また 85 歳から
94 歳までは心疾患が一位を占めていた。表 2 は 2010
年の年齢階級別の死因を見たものであるが、60 歳から
79 歳まで、一位が悪性新生物、二位が心疾患、三位が
脳血管疾患であった。また、89 歳まで悪性新生物が一
位、二位が心疾患、三位が肺炎の状況であった。

表 3　各種変数の記述統計量　（n ＝ 47）

表 4　Spearman の相関係数（n=47）

　表 4 は、各種疾患と社会経済因子、環境因子との相
関係数を求めたものである。悪性新生物、心臓病、肺
炎では関連を認める変数は存在しなかった。一方、脳
血管疾患では県民所得（―0.301、p<0.05）標高（0.375、
p<0.01）と年平均気温（―0.442、p<0.01）が有意な関
連を認めた。
　次に、各疾患を従属変数とする重回帰分析を行った。
悪性新生物（表 5）、心臓病（表 6）では関連する変数
は見出されなかった。脳血管疾患では、標高（β：0.378、
p：0.004）と年平均気温（β：―0.409、p：0.003）が有
意な関連を認めた（表 7）。また、肺炎では標高のみ（β：
―0.360、p：0.024）と有意な関連を認めた（表 8）。

表 5　悪性新生物を従属変数とする重回帰分析（n=47）

表 6　心臓病を従属変数とする重回帰分析（n=47）

表 7　脳血管疾患を従属変数とする重回帰分析（n=47）

表 8　肺炎を従属変数とする重回帰分析（n=47）
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Ⅳ．考　察
　現在の疫学研究においては、病態別死亡割合の研究
において、年齢調整値での解析は広く行われているも
のの、死因統計を県別に層化抽出し分析する試みは行
なわれていない。本研究では、悪性新生物、脳血管疾
患、高血圧以外の心臓病、肺炎について、85―89 歳の
男女について、各種の社会経済因子、環境因子によっ
て如何に説明されるものか検討を行ったものである。
　籾山らは 1970 年の脳卒中年齢訂正死亡率の地理的
分布を上げているが、東北日本や長野県に高く、西
日本では低いという地域差が見られた 9）。その傾向は
本研究における図 1c とほぼ同様であった。40 年を経
過した現在においても脳血管疾患の発症における地理
的傾向すなわち格差の様相には大きな変化が見られな
かったことは注目に値する。
　表 1、2 を見ると、79 歳までの死因順位は、2000 年、
2010 年ともに、悪性新生物、心疾患、脳血管疾患で
安定していたが、80 歳以上では順位の入れ替わりが
激しかった。2010 年の 90 歳代では、心疾患、肺炎と
ならび、肺炎が第二位に位置していた。
　さらに、各種死亡割合と社会経済因子、環境因子と
の関係について重回帰分析を用いて検討した結果、悪
性新生物、心臓病などは、有意な関連をもつものはみ
られなかった（表 5、6）。両者の決定係数の値からみ
ても、説明変数の選択に再考の余地があるものと思わ
れた。
　いっぽう、脳血管疾患と肺炎では標高との有意な関
連を認めたが、健康指標と標高の問題を取り扱った報
告は例が少ない（表 7、8）。小野田らは岩手県内の大
規模コホート研究において、高い標高は低い人口密度
と強く関連していたものの、人口密度を調整しても標
高と脳卒中罹患率には有意な正の関連が認められたと
報告している 10）。
　外気温について Bull らは 1978 年に英国における死
亡統計のデータから、外気温とガン以外の死亡割合、
特に心筋梗塞、脳血管障害、肺炎の関連が認められた
と報告している 11）。その中で、特に気温の差、変動
が関係しているのではないかと考察している。また、
我が国でも角南は 65 歳平均余命を規定する因子とし
て、男女ともに平年気温をあげている 12）。
　標高が高くなれば一般に平均気温は低くなり、負の
相関がみられることは周知の事実であるが、肺炎では
平均気温ではなく標高との関連のみが有意であったこ
とを考慮すると標高の中に気温以外の情報が含まれて

いる可能性を示唆している。肺炎と標高の関係につい
てこれまでの報告は見られない。本研究は地域相関研
究であり、様々な生態学的誤謬が生じる可能性は否定
できないが 13）、高地ではきれいな水と空気、平野の
多い地域では大気汚染が高齢者の呼吸機能に影響を与
えている可能性は否定できない。標高差による水系や
大気環境の影響についても今後の詳細な検証が望まれ
るところである。また、WHO が警告するように、今
後進展すると予想される気象変動が住民の健康状態に
いかなる影響を及ぼすかについても継続して注視して
いきたい 14）。
　また、本研究では対象者が、比較的例数の大きい
85―89 歳の男女について死亡割合を計算したが、男女
別の検討、他の年齢層でも同様の傾向が得られるもの
か更なる検討が必要と思われた。
　多重共線性について：重回帰分析などのモデルで
は、従属変数は、複数の説明変数の線形結合にて表現
されるが、説明変数同士に強い相関がある場合には多
重共線性が生じる 15）。この多重共線性の有無を評価
するには、Variance	Inflation	Factor（VIF）が指標
として使われている。これは説明変数間の相関係数行
列の逆行列の対角成分から求められる指標で、一般に
VIF が 10 以上では多重共線性の危険性が高く、5 を
超える場合は多重共線性の可能性が強いと解釈されて
いる。本研究では、VIF 値からみると明らかな多重
共線性は認めなかった。

Ⅴ．結　語
　平均標高、年平均気温などの外的な環境因子が、脳
血管障害、肺炎など高齢者の罹患しやすい疾病の死亡
割合に一部関与していることを示唆する結果であっ
た。
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